フラクタルを応用した機能性材料の放熱性能と曲げ強度 by 渡辺 知規












A new fractal approach to fabrication of smart materials 
to enhance heat transfer performance 






























                                                   
1 武蔵野大学数理工学センター員/武蔵野大学工学部数理工学科教授 
フラクタルを応用した機能性材料の放熱性能と曲げ強度（渡辺） 









































武蔵野大学数理工学センター紀要 No.3 (2018) 



















全域が 30 [℃]を下回るまで，30 [s]ごとに計測した．また，試験片外周から中心に向か
って 5 [mm]内側の点の温度の時間変化も記録した．なお，この点での温度計測は，図 7
中の黒点にて示すとおり孔の形状の対称性を考慮して各フラクタル孔に対して 2 通り
について行い，平均値を試験片温度とした．強制対流の条件下では，エアコンプレッサ





3点曲げ試験（図 8）は，万能試験機（インストロン 5982型）に 3 点曲げ用の冶具を


















として，強制対流下での結果（300 [s]）を図 12 に，自然対流下での結果（300 [s]）を図
13 に示す．数値計算による強制対流下での試験片表面の温度分布について，90 [s]での
結果を図 14に，540 [s]での結果を図 15に示す． 
まず，フラクタル孔と円孔とを比較すると，図 10 から，概して，試験片温度は，四





























く，このことが三角 1次フラクタル孔と三角 2 次フラクタル孔の試験片温度の差異を小
さくしたと考えられる．したがって，このことは，むやみに次数をあげて孔の周長を大
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および三角 2 次フラクタル孔に対する四角 1 次フラクタル孔の結果の違いに着目する．
強制対流下での図 10 では，四角 1 次フラクタル孔の試験片温度は，三角 1 次フラクタ
ル孔と三角 2次フラクタル孔に比べて，時間変化に対しておおむね低くなることがわか
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（a）円孔 （b）三角 1次フラクタル孔（c）三角 2次フラクタル孔（d）四角 1次フラクタル孔                                       
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